















令和２年（2020 年）、商業統計調査は、「公的統計の整備に関する基本的な計画（平成 30 年 3
月 6 日閣議決定）」における経済統計の体系的整備に関する要請に基づき、経済センサス-活動
調査の中間年における経済構造統計の整備・充実を図るため、経済構造統計に統合・再編され、



























2 総務省「日本標準産業分類（平成 25 年 10 月改定）（平成 26 年 4 月 1 日施行）」、アドレス＜























なわち商業統計調査は、昭和 27 年（1952 年）に調査を開始して以来、昭和 51 年（1976 年）までは
2 年ごと、平成 9 年（199７年）までは 3 年ごと、平成 19 年（2007 年）までは 5 年ごとに本調査を実施
し、その中間年（本調査の 2 年後）には簡易調査を、平成 19 年以降は経済センサス-活動調査実






































































































（single units）とマルチユニット（multi units）という概念を導入したものである4。 
かつて林(1962)が指摘した不効率な流通の多段階性については、W/W 比率が 1976 年の 1.71














4 菅・宮川(2014)でシングル・ユニット（single units）とマルチユニット（multi units）を紹介している。 














1976 217 15 202 118 1.71
1979 268 18 250 144 1.74
1982 391 23 368 214 1.72
1985 421 26 395 248 1.60
1988 439 30 410 253 1.62
1991 565 29 535 325 1.65
1994 509 26 483 299 1.62
1997 475 24 451 292 1.54
2002 410 17 393 253 1.56






























































































だが、宮川(2020)が指摘しているように、W/W 比率の計算に関係する調査事項には GDP 推計
の精度向上につながるものがある。供給・使用表作成の目的が GDP の精度向上であるとすれば、
皮肉なことである。中間投入に関する調査事項が安定して調査できるようになったら、調査事項を
一部復活することを検討してもよいのではないかと考える。 
ところで、商業統計調査で提供されてきた集計表の中には、令和 3 年経済センサス－活動調査
の集計表として拡大して引き継がれることになったものがある。以前の商業統計調査には「立地環
境特性編」があり、これは「中心市街地活性化基本計画」の作成及びその評価のための基礎資料
など、地方公共団体において広く利用されていたが、商業統計調査が平成 26 年調査を最後に中
止されたため情報が提供されなくなった。だが「立地環境特性編」に対するニーズは高く、経済セ
ンサス‐活動調査での集計・公表についての要望が多数あった。さらに飲食サービス業等の個人
向けサービス業の集計対象への追加要望もあった。そこで令和 3 年経済センサス－活動調査の集
計表として公表されることになった。これは商店街の分析に非常に役立つものと期待される。 
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